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資本効率向上への取り組み
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① 資産効率の改善

キャッシュ創出

③ 事業ポートフォリオ⾒直し

② バランスシートのスリム化

ROIC経営のグループ内の浸透（予算、従業員教育） 他

当社所有の物流センターの流動化スキームによる拠点の再整備（溝ノ⼝物流セン
ター、医薬品センター） 他

④ 政策保有株式の売却

事業の選択と集中の推進（北⽇本海運） 他

５年間で２００億円〜３００億円規模
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資本効率向上への取り組み
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キャッシュ創出

Ｍ&Ａ
設備投資

収益の向上

ＲＯＥ向上

自己資本の圧縮

資本政策の実⾏
・配当性向 ３０％以上
・総還元性向 ５０%以上
（２０１９~２０２３年度累計）
・自己資本⽐率３５%程度

株主還元

米国医薬品配送会社100%出資
（9月出資予定）
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Ｍ＆Ａ戦略（長期ビジョンの実現に向けて）

②M&A実績（2011年以降）

①M&A方針

• 非連続な成長～Dynamic Growth～のためのM&Aの活用
⇒グローバルメガフォワーダーへの成長

（グローバルネットワーク、経営基盤、非日系顧客等の獲得）

会社名 地域 買収時期

AGS 米州 2012年 3月

APC 東アジア 2012年10月

Franco Vago 欧州 2013年 2月

日通NECロジ 日本 201３年1２月

日通NPロジ 日本 201４年 1月

ワンビシ 日本 2015年12月

Traconf 欧州 2018年 3月

7社計

◎投資額 １,５３２億円

（2019年度）
◎売上高 ２,１８３億円

◎営業利益 １０４億円
（利益率4.8％）
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Ｍ＆Ａ戦略（長期ビジョンの実現に向けて）

4

④PMI（Post Merger Integration) 体制の強化

• 営業力の強化
【従来】 被買収会社と各海外地域総括中心
【現在】 現地に加え、本社営業部門が国内外の営業情報を集約・中継し、サポート

・ シナジー早期出現への取り組み
☑買収検討・交渉段階からの実現性検討
☑Day０（契約時）、Day1（クロージング）概念の浸透

⑤グローバルメガフォワーダーへの成⻑のための取組み

• 航空・海運フォワーダーを中心に、業務提携等を含めた協業関係を構築すべく
継続的に活動中。

• フォワーダーランキング第１グループへの飛躍を目指す。

③M&Aによるシナジー創出の取り組み

• ハイファッション産業における総合物流サービスの世界展開
☑2020年1月イタリア3社統合（イタリア日通、FrancoVago、Traconf）⇒コスト削減

・ 医薬品事業の世界ネットワーク構築
☑2020年9月米国医薬品配送会社買収
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Ｍ＆Ａ戦略（長期ビジョンの実現に向けて）

世界のフォワーダーランキングTOP10

2018年度 7位

⇒

2019年度 6位
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グローバルガバナンスの進化
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長期ビジョンでの

目指す姿

グローバル市場で存在感を持つ

ロジスティクスカンパニー

この姿の実現のためには、以下の
Ａ、Ｂの実現が不可欠

Ａ．グループ経営の強化

企業グループとしての価値最大化を実現する経営
体制の構築

 グループ一気通貫のマネジメントと全社事業の
最適化の実現

Ｂ．海外事業の更なる拡大を実現する
グローバルガバナンス体制の強化

成長領域である海外事業への更なる投資の実現

海外事業の成長を支える統制機能の構築･強化

検討の目的

●グループ経営強化に向けた組織再構築の検討

これらを実現するグループ本社機能の構築と各事業・グループ各社の役割の明確化
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本資料のいかなる情報も、弊社株式の購入や売却等を勧誘するものではありません。

また、本資料に記載された意見や予測等は資料作成時点での弊社の判断であり、その情報の正確性を保証する
ものではなく、今後、予告無しに変更されることがあります。

万一、この情報に基づいて、こうむったいかなる損害についても、弊社及び情報提供者は一切責任を負いませ
んのでご承知おきください。


